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改善報告書 

 

大学名称  中村学園大学  （大学評価実施年度 令和３年度 ） 

 

１．大学評価後の改善に向けた全般的な取り組み状況 

2021（令和３）年度に大学基準協会による機関別認証評価を受審し、本学は「大学基準に

適合している」と認定された。一部の基準については高く評価された一方で、「基準２ 内部

質保証」に関する是正勧告をはじめ、いくつかの改善課題が指摘された。これらの指摘を真

摯に受け止め、内部質保証を推進する審議会を中心に、自己点検・評価委員会及びＦＤセン

ターと連携を図りながら、課題の整理と改善に向けて次のような取り組みを進めてきた。 

まず、改善課題への確実な対応を図るべく、審議会が指摘事項に対応する担当部局を定め

るとともに、改善状況を把握するための「改善等進捗確認シート」を作成した（資料 1-1）。

このシートをもとに、各部局が指摘事項への対応を進めるための改善目標及び年次計画を

策定し、改革・改善に取り組んできた。また、年度ごとに実施状況の自己点検・評価を実施

し、継続的な改善に努めている。 

加えて、改善課題に対しても「改善等進捗確認シート」を活用し、計画的かつ組織的な改

善を推進してきた。このプロセスを通じて、各部局が改善の進捗を把握し、改善活動の効果

的な推進を図るとともに、自己点検・評価委員会及び審議会が年度毎に改善状況を確認する

ことで、組織全体として改善・改革への意識をより高めてきた。 

機関別認証評価において優れた取り組みと評価された事項については、一層の発展を目

指し、担当部局が継続的に点検・評価を重ねることで、本学の教育の質を向上させている。 

また、本学では、全学的なＰＤＣＡサイクルの実効性を高めるため、機関別認証評価資料

である「点検・評価報告書」に「改善等進捗確認シート」の内容を反映させている。この報

告書は毎年度更新され、自己点検・評価委員会及び審議会において更新内容を確認すること

で、内部質保証の推進強化に努めている。 

これらの取り組みを通じて、改善活動の進捗を的確に把握し、組織的な教育の質向上を図

るとともに、持続的な改革・改善を実現している。今後も継続的な点検・評価を行いながら、

本学の教育の質の向上に向けた取り組みを推進する。 

 

① 内部質保証システムの機能強化 

本学の内部質保証推進組織である審議会では、2022（令和４）年度より内部質保証の推進

体制に関する議題を審議するとともに、審議内容を具体的に記録した議事録を作成して保

存するよう改善を図った。また、内部質保証に関わる組織間の連携強化及び機能確立を目的

として、審議会の下部組織である自己点検・評価委員会及びＦＤセンターについて、その役

割、権限及び構成の見直しを行った。 

2024（令和６）年度には、教育を中核とした内部質保証体系図を改訂（資料 1-2）し、審

議会、自己点検・評価委員会、ＦＤセンターの所掌事項を見直して規程を改正した（資料 1-

3～5）。これにより、内部質保証システムの機能が明確化され、連携体制と実効性が向上し
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た。 

 

② 自己点検・評価体制の明確化 

本学では、「大学基準協会による認証評価」及び「中村学園 2030年ビジョン」の２つの観

点から、自己点検・評価を実施している。 

一つの観点は、内部質保証のための全学的方針として、大学基準協会が定める大学基準に

基づき策定した「理念に沿った目的実現のための方針」に沿った諸活動であり、この方針に

ついては現状に即した内容となるように改めた（資料 1-6）。さらに、認証評価資料である

「点検・評価報告書」を毎年更新しつつ教育研究活動の現状を把握し、継続的な改善と質の

向上に努めている。また、内部質保証推進組織の審議会が、全学的な観点から諸活動と自己

点検・評価の整合性を確認し、公正性の確保及びＰＤＣＡサイクルの実効性向上に努めてい

る。 

もう一つの観点は、学校法人の「中村学園 2030年ビジョン」に基づき、３年単位で策定

している本学の中期総合計画に基づく諸活動である。この計画では、各部局が学園全体で優

先的に取り組むべき重点項目に対応する目標と年度ごとのＫＰＩ（Key Performance 

Indicator、重要達成度指標）を設定している。ＫＰＩが未達成である場合や、自己点検・

評価委員会において目標の転換・修正が必要と判断される場合には、担当事務局が主体とな

り、法人本部と連携して原因と現状の把握を行い、柔軟にＫＰＩの見直しを図る仕組みも構

築している。 

また、学外有識者（他大学の教員や行政関係者等）による外部評価を毎年実施（資料 1-

7）し、「大学基準協会による認証評価」と「中村学園 2030年ビジョン」の自己点検・評価

結果に対する客観的意見を踏まえて、社会からの要望をＰＤＣＡサイクルに反映させ、全学

的に継続な運用を行っている。 

以上の取り組みにより、すべての提言に対する改善及び対応が、完了したことを報告する。 

 

 

＜根拠資料＞  

１-１ 第３期認証評価結果に対する改善等進捗確認シート 

１-２ 教育を軸とした内部質保証体系図 

１-３ 中村学園大学（含む短期大学部）審議会規程 

１-４ 中村学園大学（含む短期大学部）自己点検・評価委員会規程 

１-５ 中村学園大学（含む短期大学部）FDセンター規程 

１-６ 理念に沿った目的実現のための方針 

１-７ 令和６年度中村学園大学・中村学園大学短期大学部外部評価委員会記録 



（様式 18） 

 

２．各提言の改善状況 

（１）是正勧告 

№ 種  別 内  容 

１ 基準 基準２ 内部質保証 

 

提言（全文） 

 

１）事業計画及び本協会の大学基準に基づいた２

つのＰＤＣＡサイクルにおいて、「自己点検・評価

委員会」「ＦＤセンター」それぞれが改善策を検討

しているものの、内部質保証推進組織である「審議

会」はいずれの改善・向上のプロセスにも携わって

おらず、組織間の連携が認められない。また、学生

支援や社会連携等に関する事務局組織の点検・評価

の結果については、「自己点検・評価委員会」の検討

の前に、実際には法人本部長が主宰する「事務職経

営企画会議」が検討を行っており、方針と異なる組

織が内部質保証に関わっている。今後は、「審議会」

と「自己点検・評価委員会」「ＦＤセンター」「事務

職経営企画会議」との関係を明瞭にしたうえで、「審

議会」を中心に、全学的に内部質保証を機能させる

よう是正されたい。 

大学評価時の状況 2020（令和２）年度に内部質保証体制を刷新し、

実効性あるＰＤＣＡサイクルの推進を始動したと

ころであった。事業計画や大学基準協会の大学基準

に基づいた２つのＰＤＣＡサイクルにおいて「自己

点検・評価委員会」及び「ＦＤセンター」が改善策

を検討し、全学内部質保証推進組織である「審議会」

が全学的な見地から公平性と実効性を踏まえた確

認を行っていたものの、具体的な改善指示や支援を

行うなどの改善・向上プロセスに資する組織間連携

が明確ではなかった。 

中期総合計画及び年次事業計画については、自己

点検・評価委員会がすべての部局の担当項目を点検

しており、「事務職経営企画会議」は事務局の担当

項目のみ確認していた。事務職経営企画会議は、併

設中高を含む事務部局の管理職と経営陣が、学校法

人中村学園が設置する各学校の管理運営に係る重

要な施策や事業等について協議を行い、各学校・部

署間の連携と事務組織の機能強化を図ることを目
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的とした会議体であり、大学内の点検評価だけでは

得られない法人全体としての相乗効果を生む役割

を担っていたが、「理念に沿った目的実現のための

方針」に「事務職経営企画会議」の目的や機能につ

いて記載していなかった。 

大学評価後の改善状況 認証評価結果及び提言を受け、内部質保証の推進

に関わる組織の連携強化及び機能の確立を図るた

め、以下の具体的な改善を実施した。 

まず、内部質保証の推進に関わる組織の連関性を

明確化するため、ＰＤＣＡサイクルの運用に即した

「教育を軸とした内部質保証体系図」に改訂し、こ

れに伴い、内部質保証推進組織である「審議会」の

役割、権限及び組織的な位置付けを規程に明文化し

た。また、「自己点検・評価委員会」及び「ＦＤセン

ター」についても内部質保証に関わる組織として相

互の関係性を整理し、質保証の推進を強化するため

に規程を改正した（資料 2-(1)-1-1～5）。なお、「事

務職経営企画会議」は大学の内部質保証の推進とは

異なる役割を担う会議体であり、自己点検・評価の

機能を有していないことを改めて確認した。そのた

め、「教育を軸とした内部質保証体制図」や「理念に

沿った目的実現のための方針」に本会議の目的や機

能を明記することは適切ではないと判断し、記載を

見送った（資料 2-(1)-1-6～8）。 

これらの規程改正や体系の明確化により連携体

制が強化された内部質保証システムにおいて、

2021(令和３)年度以降、各項目に該当する委員会

（教員と事務職員で構成）や各部局が責任主体とな

り、毎年「点検・評価報告書」の更新を実施してい

る（資料 2-(1)-1-9）。本報告書には、「改善等進捗

確認シート」に記載された改善事項が随時反映され

ており、その内容については自己点検・評価委員会

が各部局の改善状況を精査し、必要な修正を加えた

上で審議会に報告し承認を得ている（資料 2-(1)-1-

10～11）。これにより、審議会は現状の把握及び継

続的な改善の推進に取り組み、着実な改善活動と質

保証に対する意識の醸成に努めている。 

以上の取り組みにより、審議会の役割が明確化さ

れ、「自己点検・評価委員会」及び「ＦＤセンター」
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との連携が一層強化され、質保証の推進がより効果

的に行われる体制が整備された。今後も、審議会を

中核として、定期的な点検・評価及び改善活動を継

続し、内部質保証の更なる高度化に努める。 

「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

資料 2-(1)-1-1 令和 6年度第 11回審議会議事録 

資料 2-(1)-1-2 審議会規程新旧対照表 

資料 2-(1)-1-3 自己点検・評価委員会規程新旧対

照表 

資料 2-(1)-1-4 令和 6年度第 13回審議会議事録 

資料 2-(1)-1-5 FDセンター規程新旧対照表 

資料 2-(1)-1-6 令和 7年度第 1回自己点検・評価

委員会議事録 

資料 2-(1)-1-7 令和 7年度第 4回審議会議事録 

資料 2-(1)-1-8 理念に沿った目的実現のための方

針新旧対照表 

資料 2-(1)-1-9 令和 6年度点検・評価報告書改訂

依頼 

資料 2-(1)-1-10 令和 6 年度第 3 回自己点検・評

価委員会議事録 

資料 2-(1)-1-11 令和 7年度第 1回審議会議事録 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 
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（２）改善課題 

№ 種  別 内  容 

１ 基準 

 

基準４ 教育課程・学習成果 

 

提言（全文） 

 

１）流通科学部流通科学科では、１年間に履修登

録できる単位数の上限を定めているものの、編入学

生に対してはその上限を設定していない。また、教

育学部児童幼児教育学科１年次では、１年間に履修

登録できる単位数の上限を定めているものの、上限

から除外している科目がある。これにより実際に上

限を超えて単位を履修登録する学生が多く見受け

られる。全学的に単位の実質化を図るための措置を

行っているものの、不十分であるため、単位制の趣

旨に照らして改善が求められる。 

大学評価時の状況 流通科学部流通科学科については、１年間に履修

登録できる単位数の上限を 46単位と定めていたが、

編入学生にはその上限を設定していなかった。ま

た、教育学部児童幼児教育学科については、１年間

に履修登録できる単位数の上限を 49 単位と定めて

いたが、上限から特別支援教育に関する科目を除い

ていた。これらにより、実際に上限を超えて履修登

録を行っている学生が多く見受けられ、単位の実質

化を図る措置が不十分であると判断される状況で

あった。 

大学評価後の改善状況 流通科学部流通科学科においては、転入学生及び

編入学生が１年間に履修登録できる単位数の上限を

49単位とする方針を定め、教務委員会、内部質保証

推進組織である審議会、教授会に諮り関連細則を改

正した（資料 2-(2)-1-1～4）。2023（令和５）年度以

降に入学した転入学及び編入学生に対しては、改正

後の細則を適用し、「中村学園大学学生便覧」によ

り、上限単位数を周知した（資料 2-(2)-1-5）。 

教育学部児童幼児教育学科においては、認証評価

受審年度に見直しを行い、１年間に履修登録できる

単位数の上限である 49 単位に、特別支援教育に関

する科目を含める方針を定め、教務委員会、内部質

保証推進組織である審議会、教授会に諮り関連規則

を改正した（資料 2-(2)-1-6～9）。2022（令和４）年
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度以降に入学した学生に対しては、改正後の規則を

適用し、「中村学園大学学生便覧」により、上限単位

数を周知した（資料 2-(2)-1-10）。 

履修登録時には教学支援システムを活用して登

録単位数の確認を行い、学生本人及び教務部が登録

単位数を把握できる体制を整えている。登録可能な

単位数の上限を超過した学生に対しては、教務部が

上限内での履修となるよう、履修登録の修正を指導

している。 

以上の取り組みにより、学生の履修登録状況（資

料 2-(2)-1-10）は改善されたと判断している。 

「大学評価後の改善状況」の根

拠資料 

資料 2-(2)-1-1 令和 4年度第 6回教務委員会議事

録 

資料 2-(2)-1-2 令和 4年度第 9回審議会議事録 

資料 2-(2)-1-3 令和 4年度流通科学部第 8回教授

会議事録 

資料 2-(2)-1-4 中村学園大学流通科学部履修細則

新旧対照表 

資料 2-(2)-1-5 中村学園大学学生便覧 2025 

資料 2-(2)-1-6 令和 3年度第 9回教務委員会議事

録 

資料 2-(2)-1-7 令和 3年度第 13回審議会議事録 

資料 2-(2)-1-8 令和 3年度教育学部第 11回教授

会議事録 

資料 2-(2)-1-9 中村学園大学教育学部履修細則新

旧対照表 

資料 2-(2)-1-10 学生の履修登録状況 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

２ 基準 

 

基準４ 教育課程・学習成果 

 

提言（全文） 

 

２）研究科の学習成果について、修士論文及び博

士論文審査をもって測定しているものの、学位論文

審査基準と学習成果の連関が不明瞭であるため、改

善が求められる。 
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大学評価時の状況 研究科の学習成果については、学位授与方針に基

づいた学位論文審査基準を用い、修士論文及び博士

論文の審査をもって測定しているものの、学位論文

審査基準の内容は学位授与方針に示した学習成果

を全て網羅しているとは言えず、測定方法と学位授

与方針の連関が不明瞭であった。 

大学評価後の改善状況 2022（令和４）年度、ＦＤセンター主催で、「第３

期認証評価結果からみるＦＤ推進の現状把握」を全

体テーマとし、教育ワークショップを開催した。こ

のワークショップの分科会において、「大学院研究

科のアセスメントポリシーとプラン推進の課題」を

テーマに、各研究科長が議論の必要性を説明し、ア

セスメントプランに関する課題とその改善策につ

いて具体的な検討を行った（資料 2-(2)-2-1）。 

2023（令和５）年度には、３研究科共通のアセス

メントプランが策定され、大学院運営委員会、内部

質保証推進組織である審議会、研究科委員会に諮

り、承認を得た（資料 2-(2)-2-2～7）。このアセス

メントプランでは、学位授与方針に示された学習成

果の項目を明確に定義し、それらと学位授与方針と

の関連性を示した。なお、各研究科は、それぞれの

特色や専門性に応じて、３研究科共通のアセスメン

トプランをもとに独自のアセスメントプランを策

定している。 

学位論文の審査については、学位論文審査基準に

基づいて実施しているが、達成度をより詳細に評価

することを目的に、修士論文及び博士論文のルーブ

リックを作成し、それに基づいた審査を実施してい

る（資料 2-(2)-2-8）。さらに、学位授与方針（ディ

プロマ・ポリシー、ＤＰ）に示された学習成果を５

段階で評価可能とするＤＰルーブリックを研究科

ごとに作成し、測定方法と評価対象の学習成果の関

係性を明示した（資料 2-(2)-2-9）。 

また、アセスメントプランの確実な実施を図るた

め、評価項目ごとの実施時期や測定方法を整理した

アセスメントプランチェックリストを研究科ごと

に作成し、研究科委員会の了承を得た（資料 2-(2)-

2-10）。 

以上のように、学位論文審査基準のみで網羅でき
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なかった学習成果について、アセスメントプラン、

修士論文・博士論文ルーブリック、ＤＰルーブリッ

クを活用することで、学位授与方針に明示された学

習成果の網羅的な評価を実現している。2025（令和

７）年度からは、アセスメントプランチェックリス

トに基づき、計画的かつ着実な運用を進めている。 

「大学評価後の改善状況」の根

拠資料 

資料 2-(2)-2-1  教育ワークショップ資料 

資料 2-(2)-2-2 アセスメントプラン 

資料 2-(2)-2-3 令和 5 年度第 2 回大学院運営委員

会議事録 

資料 2-(2)-2-4 令和 5年度第 12回審議会議事録 

資料 2-(2)-2-5 令和 5年度 栄養科学研究科 第 12

回研究科委員会議事録 

資料 2-(2)-2-6 令和 5年度 教育学研究科 第 10回

研究科委員会議事録 

資料 2-(2)-2-7 令和 5 年度 流通科学研究科 第 11

回研究科委員会議事録 

資料 2-(2)-2-8  各研究科修士論文・博士論文ルー

ブリック 

資料 2-(2)-2-9  各研究科 DPルーブリック 

資料 2-(2)-2-10 各研究科アセスメントプランチ

ェックリスト 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  
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３ 基準 

 

基準５ 学生の受け入れ 

 

提言（全文） 

 

１）過去５年間の入学定員に対する入学者数比率

の平均について、流通科学部流通科学科が 1.27 と

高いため、学部の定員管理を徹底するよう、改善が

求められる。 

大学評価時の状況 入学者選抜は、「入学試験運営委員会」ならびに各

学部の「入学試験実施委員会」においてその方針を

決定し、公正かつ明瞭な選抜方法で修学に必要な適

正・能力を判定している。 

流通科学部流通科学科においては、過去５年間の
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入学定員に対する入学者数比率の平均が 1.27 と高

いため、学部の定員管理の徹底が必要であった。 

大学評価後の改善状況 全学組織である入学試験運営委員会（委員長学

長、月 1回開催※６月と８月を除く）においては、

定期的に学生募集及び選抜の在り方について検証

を行っている。毎年 10月の委員会では、入試種別や

高校課程別の成績状況、退学状況について報告を行

い、入学試験運営委員会の下部組織である各学部の

入学試験実施委員会において、入学試験要項の見直

し等に関する協議を行っている。 

提言を受けた流通科学部流通科学科においては、

修業年限超過学生数を含む収容定員充足率の見込

に関するデータを基に、定員管理の観点を踏まえた

対応を実施した。具体的には、入学試験実施委員会、

教授会、入学試験運営委員会の審議を経て、厳正な

合否判定を行い、定員管理の適正化を図った。その

結果、2021（令和３）年における大学評価時の過去

５年間の入学定員充足率の平均は 1.27 と高かった

ものの、2021（令和３）年度から 2025（令和７）年

度にかけての平均は 1.17 となっており、基準の範

囲内である。また、2025（令和７）年度の収容定員

充足率は 1.16 であり、前年度を下回る水準となっ

た（資料 2-(2)-3-1～5）。 

以上のことから、収容定員充足率の適正化に関す

る改善対応が完了したことを報告する。今後も各学

部・学科における定員管理を徹底し、適正な比率の

維持に向けて継続的かつ計画的な取り組みを進め

る。 

「大学評価後の改善状況」の根

拠資料 

資料 2-(2)-3-1 令和 4～6 年度入学試験運営委員

会議事録 

資料 2-(2)-3-2 令和 4 年度 流通科学部(臨時)教

授会議事録 

資料 2-(2)-3-3 令和 5年度 流通科学部（臨時）教

授会議事録 

資料 2-(2)-3-4 令和 6年度 流通科学部（臨時）教

授会議事録 

資料 2-(2)-3-5 2025年度学生の受入れ状況（大学

基礎データ表２：2025年 5月 1日） 
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＜大学基準協会使用欄＞  

検討所見  
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